別　紙

【参考資料】

地方公務員への改正法案による改正後の育児・介護休業法の適用関係について（法律名を省略した条項はすべて、改正法案による改正後の育児・介護休業法の条項です）

(1)子の看護休暇制度の拡充

●　第61条第８項　給特法の適用を受ける国家公務員（つまり国有林野事業職員）は、第16条の２第１項の休暇（子の看護休暇）を取得することができます。

●　第61条第12項　上の規定は、一般職の地方公務員に準用されます。したがって、最低基準という意味を持ちます。ただし、再任用短時間勤務職員（地方公務員法第28条の５）以外の非常勤職員については、当該事業主に引き続き雇用された期間が６月に満たない労働者（第６条第１項ただし書第１号を第16条の３第２項により読み替え）とその他厚生労働省令で定める労働者（第６条第１項ただし書第２号、育児・介護休業法施行規則第７条参照）は除かれます。

(2)介護のための短期の休暇制度の創設

●　第61条第13項　給特法の適用を受ける国家公務員（つまり国有林野事業職員）は、第16条の５第１項の休暇（介護休暇）を取得することができます。

●　第61条第17項　上の規定は、一般職の地方公務員に準用されます。したがって、最低基準という意味を持ちます。ただし、非常勤職員については(1)と同様です。

(3)３歳までの子を養育する労働者の所定外労働の免除

●　第61条第20項　任命権者（地方公務員法第６条第１項）は、３歳に満たない子を養育する一般職の地方公務員が当該子を養育するために請求した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、その者について、所定労働時間を超えて勤務しないことを承認しなければなりません（第16条の８第１項（所定外労働の制限）に準じた規定）。ただし、再任用短時間勤務職員以外の非常勤職員については、当該事業主に引き続き雇用された期間が１年に満たない労働者（第16条の８第１項第１号）とその他厚生労働省令で定める労働者（第16条の８第１項第２号）は除かれます。
